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第７章 輸入関係について 

 

１ 輸入検査を受検する必要のない高圧ガス 

 (1) 高圧ガスタンカーによる液化石油ガス、液化天然ガス等 

 (2) 以下のアからウに掲げる高圧ガスであって、輸入者が検査を要しない輸入高圧ガスの規定

に合致していることの確認を行い、「輸入規制適用除外確認証明書」を提出したもの 

  （参考通知：平成３０年２月２７日付け２０１８０２２２保局第４号「高圧ガスを封入した

緩衝装置等に係る輸入の通関の際における取扱いについて」） 

  ア 緩衝装置（椅子用リフター、自動車用ショックアブソーバー、エアサスペンション、ド

アクローザー等）内の高圧ガス 

  イ 自動車用エアバッグガス発生器内の高圧ガス 

  ウ 自動車と一体として設計され、かつ、自動車又はその部品に組み込まれている消火器内

における不活性ガス 

 (5) 高圧ガスを燃料として使用する車両に固定された容器（当該車両の燃料の用に供する高圧

ガスを充塡したものに限る。）内における高圧ガス 

 (6) 国際相互承認圧縮水素自動車燃料装置用容器等内の高圧ガス 

 (7) 航空機用の救命胴衣を膨らませるために使用する不活性ガス 

 (8) 保安法第３条において適用除外とされている高圧ガス（エアゾール容器等） 

   （参考通知：令和元年６月１４日付け２０１９０６０６保局第１１号「高圧ガス保安法の

適用除外となるエアゾール製品等の通関の際における取扱いについて」） 

 

２ 高圧ガスの輸入に関する注意事項 

 (1) 輸入高圧ガスの移動 

   輸入高圧ガスは、検査を受け、技術上の基準に適合していることが確認された後でなけれ

ば移動してはならない。ただし、輸入検査前に行われる船舶又は航空機からの荷役作業に伴

う移動など、輸入検査を実施するうえで必要不可欠な移動については「移動」には含まない。 

 (2) 輸入高圧ガスの貯蔵 

   輸入高圧ガスの数量が、液化ガスの場合３０００㎏、圧縮ガスの場合３００㎥以上の場合、

おおむね２時間以上存置すると、高圧ガスの貯蔵となるため、許可又は届出された貯蔵所に

おいて行う必要がある。 

 (3) 輸入高圧ガスの販売 

   輸入高圧ガスを消費者等に販売する場合、販売所ごとに保安法第２０条の４に規定する販

売事業の届出が必要となる。 

 (4) 輸入検査の申請単位 

   輸入検査は、高圧ガスを輸入する都度申請が必要である。ただし、複数の種類の高圧ガス

を同一船舶等に積載して輸入する場合等、船荷証券ひとつにつき、１件の申請とすることが

できる。 

   また、圧縮ガスと液化ガスを同時に輸入する場合については、液化ガス１０㎏を圧縮ガス

１㎥とみなして、圧縮ガスの容積として合算し、手数料を算定することができる。 
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３ 輸入検査申請（保安法第２２条第１項） 

  上記に該当しない高圧ガスを輸入する場合、以下の必要書類を揃え、申請を行わなければな

らない。なお、書類の内容が適正であることを確認した後に検査を実施するため、期間に余裕

を持った申請を行うこと。 

 (1) 必要書類 

  ア 輸入検査申請書 

    作成例参照 

  イ 輸入高圧ガス明細書 

    作成例参照 

  ウ 輸入高圧ガス明細書に記載のある項目を証明するための書類 

   (ｱ) 船荷証券（B/L）、仕入書（インボイス）又は包装明細書（パッキングリスト） 

     陸揚地を確認する、輸入者を確認する、及び高圧ガス名、数量を確認するために必要。 

   (ｲ) 充塡証明書 

     充塡事業所の名称、所在地及び高圧ガス充塡量を確認するために必要。 

   (ｳ) 分析証明書 

     高圧ガスの成分を確認するために必要。 

   (ｴ) 容器成績書 

     公的機関又はそれに準ずる機関が発行した容器成績書等により、容器の種類の確認を

するために必要。 

   (ｵ) 容器製造承認証等 

     輸入高圧ガスの容器規格を製造及び検査することを承認された書類により、容器製造

所を確認するために必要。 

  エ 輸入高圧ガスの容器に関する安全度試験に合格することを示す書類 

   (ｱ) アメリカ合衆国、ドイツ連邦共和国、フランス共和国、グレート・ブリテン及び北部

アイルランド連合王国（以下「UK」という。）、オーストラリア連邦の高圧ガス容器の規

格（ドイツ連邦共和国、フランス共和国、UK がそれぞれの国内法令に基づき採用する高

圧ガス容器の EN 規格又は ISO 規格を含む。）に適合することを示す書類 

     ただし、前記ウ(ｵ)の容器製造承認証等で適合することが確認できれば添付は不要。 

   (ｲ) 上記に該当しない規格の容器の場合、保安法第４４条第４項の容器検査の基準に適合

することを示す書類（当該規格の日本語訳、当該規格が受けるべき検査項目と保安法第

４４条第４項の比較表） 

  オ 貯蔵又は保管場所が貯蔵所である場合の申請届書の写し 
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 (2) 必要書類作成例 

  ア 輸入検査申請書 

 

  

船荷証券（B/L）等で確認で

きる輸入時の所有者が申請

すること。 

船荷証券（B/L）等又はイン

ボイスで確認できる陸揚地

を記載すること。 
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  イ 輸入高圧ガス明細書 

 

 

 

 

 

  

充塡証明書に記載のある圧力表

示を記載し、それが国際単位系

（SI）でない場合は、換算した

ものも併せて記載する。 

該当しない規則名を削除等する。 

分析証明書等に記載のある数値

を記載する。 

充塡証明書に記載のある数値及

び事業所データを記載する。 

製造承認証等で確認できる規格

名を記載する。 

容器成績書で確認できる数値を

記載し、それが国際単位系（SI）

でない場合は、換算したものも

併せて記載する。 

製造承認証等又は容器成績書で

確認できる容器製造所データを

記載する。 


